
令和４年１１月１日より、 

台東区で「マンション管理計画認定制度」が始まります！ 

 

■ マンション管理計画認定制度とは                                 

「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」が改正され、マンション管理計画認定制度が創設されま

した。 

マンション管理計画認定制度とは、マンションの管理計画が一定の基準を満たす場合に、適切な管理計画を

持つマンションとして地方公共団体から認定を受けることができる制度です。 

台東区では、令和４年１１月１日から制度を開始します。 

 

■ 認定を取得することによるメリット                                       

 管理計画の認定を取得することで、以下のようなメリットが期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 対象のマンション                                        

 台東区内の既存の分譲マンション 

※本制度の申請（事前確認を含む）には、管理組合の総会での決議が必要です。 

 

■ 申請者                                        

 管理組合の管理者等 

 

 

 

○マンションの市場評価が向上し、資産価値の保持が図れる。 

○管理組合による管理の適正化に向けた自主的な取り組みが推進される。 

○認定を取得したマンション（管理認定マンション）を購入する際、

住宅金融支援機構の「フラット３５」を利用すると、当初５年間に

おいて年０．２５％の金利が引き下げられます。 

○管理認定マンションが共用部分の改修時に、住宅金融支援機構の 

「マンション共用部分リフォーム融資」を利用する場合、 

全期間において年０．２％の金利が引き下げられます。 

（「マンションすまい・る債」の積立を行っている場合は、 

 さらに年０．２％の金利が引き下げられます） 

○管理認定マンションが「マンションすまい・る債」を購入する場合、 

利率が上乗せされた債券を購入できます。 

 （令和５年度募集分から開始） 

資産価値の維持・向上、管理の適正化 

金利面の優遇措置等 

利率ＵＰ 利率ＵＰ 



■ 当初認定申請の流れ                                  

No 手順 主な内容 

1 
「台東区マンション管理組合 

登録制度」への登録 

台東区の制度である「台東区マンション管理組合登録制度」に事前に 

登録をお願いいたします。 

2 
事前確認の依頼・ 

「事前確認適合証」の取得 

（公財）マンション管理センターの「管理計画認定手続支援システム」

（インターネットサイト）を利用し、マンション管理士が認定基準への

適合状況を事前に確認する「事前確認」を行っていただき、マンション

管理センターから「事前確認適合証」を取得してください。 

3 台東区への認定申請 
「事前確認適合証」の取得後、「管理計画認定手続支援システム」から

台東区へ認定申請を行ってください。 

 

■ 事前確認の依頼先（４パターン）※いずれかをお選びください                                 

パターン 同時申請できる評価制度等 

①マンション管理センター  

②日本マンション管理士会連合会 マンション管理適正化診断サービス 

③管理委託先（マンション管理業協会に属している管理会社等） マンション管理適正評価制度 

④マンション管理士（管理会社に所属するマンション管理士を含む）  

 

■ 申請に係る費用（当初認定申請）                           

内容 費用 支払先 

システム使用料 １０，０００円 
依頼先に 

ご確認ください 事前確認審査料 
おおむね１０，０００円程度 

（依頼先により異なります） 

区の手数料（基本手数料） ４，１００円 
台東区 

区の手数料（加算手数料）※ １，８００円 

総額 ２４，１００円程度（長期修繕計画が１件の場合） 

※加算手数料とは、長期修繕計画が１つ増えるたびに手数料に加算される金額を表します。 

 

■ 問い合わせ先一覧                                    

認定申請や制度全般に関すること 

 台東区 都市づくり部 住宅課 マンション施策担当  電話：03-5246-9028（直通） 

  ※台東区ホームページの記事は、右の二次元コードからご覧ください。 

事前確認・管理計画認定手続支援システムに関すること 

 公益財団法人 マンション管理センター 企画部    電話：03-6261-1274 

マンション管理適正化診断サービスに関すること 

 一般社団法人 日本マンション管理士会連合会    電話：03-5801-0843 

マンション管理適正評価制度に関すること 

 一般社団法人 マンション管理業協会     電話：03-3500-2721 

「フラット３５」「マンション共用部分リフォーム融資」の金利引き下げに関すること 

 独立行政法人 住宅金融支援機構 （フラット３５）  電話：0120-0860-35 

（マンション共用部分リフォーム融資）  電話：03-5800-9366 


